
 

別記様式第11号(第18第3項関係) 

 

審査資料（学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業） 

>/>,#æ13Æ��  

申 請 者 

氏   名  

配属又は所属・

職名 

 

兼業予定先の名称・役員名  

兼 業 予 定 期 間    年   月  日 ～   年   月  日 

兼業許可申請書記載事項以外の特記すべき事項 

 

 
 

�³   �™  �µ   �¡   8o  %  
問題 

なし 

問題 

あり 

① 申請者は，就こうとする役員 (代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これ

らに準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務に従事するために必要な知見を有し

ているか。 
□ □ 

② 申請者が就こうとする役員(代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これらに

準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務の内容が，本学の産学連携又は教育研究

に関係するものであるか。 
□ □ 

③ 役員としての職務内容，責任内容か(役員兼業以外の兼業として携わる職務内容では

ないか。)。 □ □ 
④ 代表取締役に就任する場合，代表権がない役員では，事業化が成功せず，代表取締

役に就任する必要性は認められるか。また，兼業休職とする必要はないか（仮に休職

が必要と認められる場合，休職とすることによって，大学への支障は生じないか。）。 

※ 代表取締役社長への就任については慎重に検討，審査する必要があるが，社会貢献

や大学のＰＲ効果の面も考慮の上，本務への支障がないと判断される場合には，積極

的に許可する方向で検討するものとする。 

□ □ 

⑤ 発起人に就任する場合，申請者自らが発起人兼業をしなければならない必要性は認

められるか。 □ □ 
⑥ 申請者と当該企業(当該企業が会社法(平成17年法律第86号)第2条第3号に規定する

子会社である場合にあっては，同条第4号に規定する親会社を含む。)との間に，申請

前2年間に"I�9�^�<��6õ�€ がないか又はその発生のおそれがないか。 
□ □ 

⑦ 当該企業の役員組織における申請者の親族の数が，役員総数の２分の１を超えてい

ない場合で，かつ，申請者の利益追求のための兼業でないことが認められるか。 □ □ 
⑧ 株主の状況について，申請者も株式を所有しており，その株式の所有が本務の公正

性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得(不当に譲渡されたもの等)でないか。 □ □ 



⑨ 兼業の始期については，株主総会において選任される日，又は定められた日か（申

請者の兼業開始希望日又は大学が許可する日ではない。）。 □ □ 
⑩ 兼業の終期については，定款，会社法に定められている日か（最終決算期に関する

定時株主総会終結の時まで等を確認。）。 



別記様式第12号(第19関係) 

学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業状況報告書 

  年  月  日 
広島大学長 殿 
 

配属又は所属              
 
職  名                
 
氏  名（自署）              

  

 
広島大学職員兼業規則第 4 条第 1 項第 4 号に規定される学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必

要と認める役員等兼業の状況について，兼業の取扱要領第 19により下記のとおり報告します。 

1 兼業先の名称  

2 報告期間    年  月  日  ～    年  月  日 

3 兼ねている役員等の職務内容等 
>&�æ/²�’�_�X�8�Z�c>*0ñ�\�M�•�‰�l�Ñ�†�Ü�M�G�\��>'  

【役職名】 
（ 代表権 ： 有 ・ 無 ） 

【職務内容】 
 



別記様式第13号(第22第1項，28，第30第1項，第34，第35第3項関係) 

 

  

職員番号         

                           文書番号： 
日  付：    年  月  日 

 
兼業依頼・許可申請書 

 
広 島 大 学 長   殿 

 
所在地(〒) 
名 称 
代表者            ※公印省略可 

 
下記のとおり，貴学職員に兼業を依頼したいので，よろしくお取り計らい願います。 

 
記 

 

兼業の内容について(該当する項目の□の中にチェックし，必要事項を記入してください。) 

１



別記様式第14号(第24第1項関係)

年 月 日

広島大学長　殿

　ふりがな

申請者氏名（自署）

職員番号

広島大学職員兼業規則第5条及び兼業の取扱要領第24第1項により，許可を申請します。

1 　配属等

 配属又は所属・職名

2 　兼業先

 事業の名称

 所在地

 事業内容

 収入の予定年額 円

 使用人の人数及び

 職員との続柄

 事業の用に供する

 土地，建物等の施

 設の種類 ・規模及

 び機械等の機器の

 種類 ・数量

 申請者が必要とする

 事業への関与の内

 容及びその業務へ

 の従事時間

 当該事業の継承の

 事由

自営兼業許可申請書（不動産等賃貸以外の事業関係）



3  申請者と許可に係る事業との間の特別な利害関係の有無

□ 有

□ 無

4  本務への支障の有無

□ 有

□ 無

5



別記様式第15号(第25第1項関係)

年 月 日

広島大学長　　殿

　ふりがな

申請者氏名(自署)

職員番号

広島大学職員兼業規則第5条及び兼業の取扱要領第25第1項により，許可を申請します。

1 配属等

 配属又は所属・職名

2 兼業先

 賃貸する不動産等  （独立家屋） 棟 延べ床面積 ㎡

 （マンション等） 室 延べ床面積 ㎡

 所在地

 貸付件数 件 面積合計 ㎡

 用途 所在地

 駐車台数 台 設備の有無 有 □ 無 □

 所在地

 （娯楽集会，遊技等のための設備を設けた不動産）

 種類 件数・規模

 所在地

 （旅館，ホテル等特定の業務の用に供する建物）

 種類 件数・規模

 所在地

 賃貸料収入の予定年 円

 額 （独立家屋） 円

（マンション等） 円

円

円

円

 不動産又は駐車場の □ 申請者が管理

 賃貸に係る管理業務 □ 家族が管理

 の方法 □ 業者が管理

土　地

駐車場

その他

建　物

自営兼業許可申請書（不動産等賃貸関係）

駐車場

建　　物

土　　地

その他

合　計



3 本務への支障の有無

□ 有

□ 無

4 その他大学の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

5 従事する(予定)期間（2年以内）

年 月 日 ～ 年 月 日

6 その他参考事項

上記の兼業を許可する。 【広大福厚　 】

年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注）各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記入して添付するものとする。



別記様式第16号(第29関係)

年 月 日

部局等の長　　　

殿

配属又は所属・職名

申請者氏名（自署）

職員番号

広島大学職員兼業規則第4条の2及び兼業の取扱要領第29により，以下の業務について，職務として

勤務時間内に従事したいので届け出ます。

なお，本務に支障がある場合は従事しません。

※添付する書類に記載がある事項は省略できます。

従事先 従事する職名

職務内容

従事先の事業内容と本務との関連

従事する期間

年 月 日 ～ 年 月 日

従事する職務の形態

□ ( 年 ・ 月 ・ 期間内 ・ 週 ) 日 １日当たり 時間程度
□ 毎 曜日 ( 時 分 時 分 )
□ 集中講義 時間 □ その他( ) １日当たり 時間程度

兼業先所在地

従事場所（上記，兼業所在地と異なる場合は記載）

旅費 （先方と本学からの旅費の重複支給を避けるため，必ずご記入ください。）

□ 有 （行程の一部分の場合はその範囲： ）

□ 無

　 ～

職務付加届出書



別記様式第17号(第32関係)

年 月 日

部局等の長　　　

殿

配属又は所属・職名

ふりがな

申請者氏名（自署）

職員番号

以下のとおり兼業に従事したいので，届け出ます。

兼業の内容について□のついた項目は該当する□の中にチェックし，必要事項を記入してください。

なお，添付する書類に記載がある事項は省略できます。

兼業先 従事する職名

兼業先所在地

従事場所（上記，兼業先所在地と異なる場合は記載）

職務内容

従事予定日・時間

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

報酬 □ 有 円 （日・時間・コマ・件・月・期間内・その他（　　　　　　　　　））

□ 無

旅費 （先方と本学からの旅費の重複支給を避けるため，必ずご記入ください。）

□ 有 （行程の一部分の場合はその範囲： ）

□ 無

※ 旅費支給の有無が確認できるもの（派遣依頼書・メール等）を必ず添付すること。

※ 旅費が支給される場合，金額の記載は不要。ただし行程の一部分の場合は，その範囲を記載すること。

※ 確認できる書類が無い場合は，兼業先に口頭で確認したことを確認日とともに記載すること。

〇1日限りなどの短期の兼業については，この届出書を必ず提出してください。

〇様式については，必要事項が網羅されていれば，派遣依頼書やメール等でも差し支えありません。

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

短期兼業届出書

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　



別記様式第18号(第36関係)

年 月 日

広島大学長　殿

配属又は所属・職名

氏　　名 （自署）

職員番号

　　　　　年　　　月　　　日付けで許可を受けております兼業を，下記のとおり変更します

（しました）ので届出ます。

なお，兼業先にはこの旨を連絡し，了承を得ておりますので，念のため申し添えます。

1 兼業先及び職名：

2 変更内容：

3 変更年月日：

4 変更の理由：

※許可された範囲内で中止・変更する場合は，本様式にて届出てください。

　許可された範囲を超えて変更する場合は，その超えた部分に係る許可手続きを執る必要があります。

※短期兼業に係る変更については，本様式による届出は不要です。

（変更できる内容）

・中止になった場合

・任期中に兼業が終了する場合

　（開始日の変更や期間の延長の場合は，変更届ではなく再度兼業手続きを行ってください。）

・従事形態の変更（回数，時間数，曜日の変更など）

・報酬有りが無しに変更された場合，報酬額の変更，報酬単位の変更

　ただし，無報酬で許可を受けたもので，謝金が支給されることになった場合は，

　変更届ではなく再度兼業の手続きを行ってください。

・旅費支給の有無の変更

・従事場所の変更

記

兼　業　変　更　届


